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第５章　本格調査実施上の考え方及び留意点

５－１　事前調査結果の総括

本調査団は今回要請のあったコースト州貧困農家小規模園芸開発計画が現地側の強い要望に

よって要請されたことが確認できた。

今回、協力要請された開発計画はコースト州開発計画の１つのプロジェクトとして位置づけら

れ、とりわけ近隣の州より貧しいこと、産業として農業以外に主要なものがないこと、首都に隣

接した地域であることなどの理由から園芸開発が農家レベルで小規模に実施可能な計画であると

して重要性が高いことが確認された。また、この背景にはすでにバガモヨ灌漑農業開発計画を実

施した経験があり、行政部門や技術者が計画実施の経験を有し日本の開発計画システムに精通し

ていることもあげられる。

農村は貧しいながら自給農業が行われているが、これから一歩先への脱却が図れない。この解

決策として農家で容易に現金収入を得る方策として換金作物としての園芸開発に期待がかけられ

た。本計画は英語名称については、当初「貧困農家（Poverty-Farmers）」としていたが、対象となる

農家を蔑視するおそれがあるとの指摘があったことから「貧困対策（軽減）（Poverty-Alleviation）」

とすることで合意を得た。

同州の園芸状況は北部、西部地域のモロゴロ州など先進野菜生産地域に比べ遅れているものの、

最近は商業用野菜生産専業農家も育ち始めた。しかし村レベルでは依然庭先園芸規模の小規模園

芸が実施されているだけであり、大規模生産地としての位置づけになっていない。

（1）実施体制

本計画は従来の要請案件であれば主開発目的が園芸開発であることから農業・協同組合省

が主実施機関となるところである。しかし、昨年からタンザニア国の国家政策として地方分

権化を図っており、地域開発の主体を地方自治体に移し各地域で担当することになった。こ

の方針を受けて本案件がコースト州の開発に関する計画であることから実施機関はコースト

州地方政府となった。本案件の実施に関して中央政府は技術的協力を行なう義務があるとし

ている。したがって農業・協同組合省は本案件の実施に対して全面的に協力を約束した。ま

た資金的な面では仮に調査結果から無償協力要請がなされた場合、大蔵省無償課が予算対応

を行なうことで了承を得た。

コースト州には技術関係者が常駐し、農業・協同組合省モロゴロゾーンの職員、州職員が

中心となって計画を進めていく。また本計画の実質責任者は州副知事となる。州には最高責

任者である Coast Regional Commissioner（RC-Coast）と称されている政治的トップの州知事

と Coast Regional Administration Secretary（RAS-Coast）と称される官僚のトップである
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副知事が州行政の実質的な責任者である。地方分権化によって地方自治体は省庁と同格の権

限を与えられている。デマケーションは中央政府、省庁は州政府が実施する開発計画のアド

バイザーであり、開発の実施、調整は地元の州政府が担当する。したがって本計画も州政府

が開発の実施担当機関となり各省庁はこの計画のアドバイザーとなった。また州より上位

組織としてゾーン（Zone）があるが州がより実質的な実施機関となる。州には各省庁と同様の

業務を実施する部署があり、これが中央省庁と強い関係を保っている。農業開発に関しても

農業・協同組合省と州政府の人的なつながりは強い。したがって今後協力を進める場合、RAS

が窓口となり必要に応じ各省に必要な協力を要請する。また、今後事業の実施が進む場合に

はプロジェクトサイトとなる県（District）が実際の実施機関となるであろう。

農業関連の組織は以前と比べ大きな違いはない。しかしながら地方分権化により中央政府

職員の一部は地方自治体へと身分を移している。したがって普及業務や現場部分の業務と地

域で完結できる業務は州政府へと移管させられている。

（2）調査の方向

これまで、タンザニア国に対して我が国が行ってきた農業開発調査は、カウンターパート

機関を農業・協同組合省とした比較的大規模なものが多かった。しかしながら、近年、構造

調整のもと、半ば強制的に地方分権化が押し進められ、中央行政組織のスリム化が図られる

とともに、大抵の開発事業は州もしくは県（District）を主体として実施されることとなって

きている。州や県（District）の年間開発事業予算の手当は少なく、仮にドナーによる開発の

ための資金を得、大規模な開発を実施したところで、その後州や県（District）の年間予算で

維持管理することは非常に困難であると考えられる。州や県（District）の普及担当職員や普

及員の数も決して十分ではないことを考慮すれば、本計画の実施主体の中心は農家自身であ

り、行政はあくまで農家をサポートすることのみを想定することが適当であろう。したがっ

て、本計画立案においては、農家のニーズを十分に把握するとともに、本事業実施に対する

農家の主体性を育てるためにも、計画段階から農家の参加を促し、調査を進めていく必要が

あろう。

事業規模としても、貧困農家が対応可能なものとし、特に重要となる乾期の水の手当は、持

続可能な施設とし、池、浅井戸などの有効な手段を検討する。通常貧困対策は地域開発とし

てとらえる総合開発計画となるところであるが、本件はあくまでも貧農が対応可能な規模の

園芸開発とする。

また、本件は F/Sを含んだものであるが、タンザニア国の現状をかんがみて、フィージビ

リティの検討を行うというより、むしろ詳細なアクションプランの策定を行うためのF/Sと位

置づけることが望ましい。さらに、調査の過程で必要があれば、本計画の妥当性を確認する
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ための、調査期間の変更を行い、実証調査を実施することも一案である。例えば、流通改善

として、本件調査で、小型トラック又はハンドトラクターの導入を行い、流通改善にどのよ

うに寄与するかなどを実証調査のなかでこの効果を検討することもできる。

（3）調査における問題点と処置方

今回、実施機関を地方政府とすることで合意ができた。地方分権化の流れからするとプロ

ジェクト実施に対しては問題ないと考えるが、次の点を考慮する必要があろう。

ア 事務手続き上の考慮

（ｱ）実施州政府の責任部署は RASであるので、全般的な事務手続きの窓口は RAS Officeと

なる。

（ｲ）今後オフィスでの手続き上の明確化と担当部署の確認をする必要がある。

（ｳ）M/Pはコースト州政府で実施するが、F/Sについては県レベルの開発となるのでカウン

ターパートの配置に考慮を要する。

（ｴ）JICA事務所と州政府の連絡方法、協力体制を確認する。

イ　技術的考慮

（ｱ）マスタープラン（M/P）の範囲

ａ コースト州全域の園芸開発の可能性につき５万分の１などの既存の地形図を基に作

成する。

ｂ 現況の園芸状況を分類する。

カテゴリーの設定（栽培状況、自然条件、流通条件、生産体制、その他）

ｃ 小規模園芸開発地域の選択と開発モデルを策定する。

ｄ 州の小規模園芸開発計画を策定する。

ｅ 開発優先地区を選定する。

ｆ 園芸には野菜、果樹、花卉が含まれるが、本案件では野菜栽培が中心になるものと

思われる。M/Pでは主要なものについて園芸全体を含めたものとする。

（ｲ）F/Sの範囲

ａ 選定地区の小規模園芸の開発計画を策定する。

（必要があれば、開発優先地区に限って地形図を作成する。また小規模であるため開

発地区が分散することもある。）

ｂ 該当開発地区の関連施設、運営システムの開発計画を策定する。
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（普及訓練関連、流通と市場関連などについて）

ｃ 小規模開発として農民自身が開発可能な計画とする。

（ｳ）M/Pにおける州園芸状況調査実施方法

ａ 全村の調査実施又はサンプリングによる村の調査

ｂ 実施時期と調査内容の検討

ｃ 調査方法（農業普及員、ローカルコンサルタントなどの活用）

（ｴ）配慮すべき点

ａ 小規模園芸開発である。

ｂ 関連施設も考慮する。

ｃ 同地区に適した作物を選択する。

ｄ 流通、市場関連も考慮する。

ｅ ソコイネ農業大学、テンゲル園芸作物研究所、ウヨレー農業センターのデータを考

慮する。

５－２　農業

（1）農業

実施調査においてはマスタープラン調査とフィージビリティ調査の２段階で実施する。マ

スタープラン調査では州全体の小規模園芸開発の可能性につき、データ、現地情報の収集を

行い調査を実施する。またフィージビリティ調査においてはマスタープランのなかから選ば

れた開発優先地区を取り上げ、さらに詳細な調査を行い、開発プロジェクトとして事業化に

対応したフィージビリティ調査を実施する。そのために必要な留意点を記す。

ア マスタープランでの留意点

本調査では州全体にわたる現況の園芸状況を解析し形態別の分類を行う必要がある。必

要事項は次のとおり。

（ｱ）農業調査は全州にわたって調査を実施することとする。ただし、全村で 300以上ある

のでいくつかの村をサンプリングして農村調査をするのが望ましい。

（ｲ）現地踏査のできない村については村のデータを間接的に収集してこれに当てる。この

場合必要に応じ農業普及員の協力を得るとよい。

（ｳ）現況の分類は園芸の形態を中心に分類することになるが、地域の栽培の現状を把握で

きる原資料となるよう考慮する。このために必要な農民のデータも挿入する。
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（ｴ）開発の分類は村の調査結果をもとに自然条件、地理的条件、社会的条件、経済的条件

を含め開発の可能性について地域的な分類を行う。

（ｵ）分類された地域での開発方法を考えて開発方針を示す。

（ｶ）開発の方法には農家における耕種法のほかに、インフラ整備、流通、加工、貯蔵、種

苗配布、訓練など地域としての開発の可能性も検討する。ただしあくまでも小規模園

芸開発として扱うことで、貧農でも参加可能な開発形態にする必要がある。そのため

にはどのような方法がよいのか検討する必要があろう。

（ｷ）フィージビリティ調査の優先地区はプロジェクト実現可能の地区を最優先地区とし農

家の意識、インパクトの強さ、波及効果なども考慮に入れる必要がある。

（ｸ）対象は貧農であるが村として地域としてのまとまりを開発プロジェクトとして考慮す

る必要がある。

イ フィージビリティ調査

本調査はマスタープランの結果を受けて実施するものであるが、小規模園芸開発のモデ

ルとなるような形態の成果品を作成する必要がある。

そのために考慮されなければならない事項は次のとおり。

（ｱ）作物の選択と適正耕種法

（ｲ）栽培者の形態（個人、グループなど）

（ｳ）適正な圃場インフラ整備。特に水の関係。

（ｴ）開発計画は農民参加の可能性を考慮したものとする。

→参加型簡易農村調査（ＰＲＡ）の実施。

（ｵ）適正な運搬、流通、貯蔵に関するインフラ整備とシステム開発。

（ｶ）資材、技術などの農民に対するバックアップ体制。

（ｷ）モデルとして普及の可能性の検討。

（ｸ）実施調査実施の検討。

５－３　農業経済／市場流通

（1）調査全体にかかわる留意点

ア 村落構造の解明

本件の英文計画名には「貧困対策」、和名には「貧困農家」という言葉が含まれている。し

かしながら、本件のめざすところは、あくまで園芸農業振興を通じた農家所得の向上であ

り、コースト州の一般的な小規模農家を対象としたものである。したがって、本調査にお

いては、村落構造を十分に把握し、特定の階層、特に比較的富裕な農家のみに裨益しない
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よう留意する必要がある。

イ 「貧困緩和」と園芸開発との関係

貧困のとらえ方として、貧困層の境界はしばしば経済的指標を用いてカテゴライズが定

められている。よく言われているのが、１ USドル／日以下の生活を強いられている人々を

貧困層と定義づけたり、また、消費エネルギーで定義づけたりしている。しかしながら、

UNDPは、貧困とは必ずしも経済的側面で定義、充足されるものではないことを述べており、

現在「人間開発指数」を用い、貧困指数を経済要素のほかに寿命、教育などの指数を取り入

れて定めている。したがって、「貧困」とは金銭的支出（あるいは収入）を基準として定義さ

れるものであるが、この水準の低さが直ちに生活の窮乏に結びつくとは限らない。なぜな

ら貨幣を媒介として得られるモノやサービスが人間生活の豊かさや物質的基礎のすべてで

なく、貨幣を媒介とせずに生産・交換されるモノやサービスも生活の豊かさに対して大き

なウェイトを占めている場合があるからである。その典型として自然の恵み、自給物、相

互扶助などがあげられる。こうした非貨幣的生産部門の存在構造とそれが生活全体のなか

でもつ意味をしっかり把握することは、コースト州の園芸開発を考える際に極めて重要で

ある。今回の園芸開発は、貧困「緩和」という題名に端的に表現されているように、決して

非貨幣的生産部門（端的には自給生産部門）を一気に解体し、それに代替するほどの所得獲

得をめざそうとする大規模なものではなく、むしろ初発段階として非貨幣的生産部門を前

提に、それに対する付加的・補足的意味をもった小規模開発を意図している。つまり自給

用食用作物生産の安定化を前提としたうえで、換金作物としての園芸作物を組み込むとい

う現況の小規模農家、貧農が対応可能な開発を基本計画として策定することが肝要である。

（2）生産・流通に関わる方針

ア 立地を生かした産地育成

生産流通コストの内容からすれば、運搬コストの削減が産地育成のキーポイントといえ

る。この意味でコースト州は大消費地ダルエスサラームの隣接州という恵まれた立地条件

にあるので、この有利性を十分に活用できる産地づくりが重要である。したがってまず第

一には舗装整備が進んでいる幹線道路沿いの地域を重点とした産地育成を考えるべきであ

る。ただし、土壌、気候、水源などの生産諸条件が恵まれているならば、たとえ幹線から

外れた地域であったも積極的に産地育成を図るべきであり、その際には支線道路の簡易整

備やバイク、リヤカーなどによる運搬支援システムの構築とセットとすることが望まれる。



- 78 -

イ 生産及び出荷の組織化

（ｱ）女性の地位及び所得向上のための組織化

女性の生産グループが家の枠を越えた自由な経営活動と経営権を保証され、自ら獲得

した所得を自らの裁量で使える体制を確立することは、女性の地位向上にとって重要で

あり、本開発計画の主眼でもある。しかしその実現のためには女性が現実の家族関係や

農村社会構造のなかでおかれている立場を詳細に把握することが肝要であり、それなし

には女性に対する有効な組織化方策や有効な支援方策は出てこない。

（ｲ）価格交渉力増強のための組織化

仲買業者や産地商人との個別相対取引方式のもとでは、生産・出荷単位の零細性や孤

立分散性は避けられず、それが農家の立場を劣位に追いやり、低い価格設定を強いられ

る。そこで生産及び出荷の組織化によって販売単位の拡大を図り、価格交渉力を強化す

る必要がある。その際、簡易な集出荷施設の設置はこうした組織化をより円滑にすると

考えられる。

ウ 「川中」及び「川下」からの視点

前項で提起した生産及び出荷の組織化は、要するに販売単位の拡大であり必然的に流

通・小売業者との関係に影響を及ぼす。生産・出荷単位が拡大しても仲買以降の段階が個

別分散的であれば流通の効率性は望めない。事前調査では生産すなわち「川上」段階にとど

まったが、本格調査ではそれ以降の流通経路すなわち流通業者及び消費者も含めた「川中」

「川下」の流通経路の全貌を明らかにすることが求められる。例えば仲買・仲卸機能を担う

仲介業者の存在形態と仕入れの実態、仲介業者と小売業者との関係、小売業者の存在形態

などを明らかにするとともに、さらには野菜・果実の消費動向も把握しておくことが重要

である。そうした実態を踏まえたうえで、仲買・仲卸業者や小売業者の再編、場合によっ

ては欠落した流通機能を担う主体の育成をも視野に入れた計画作成が求められる。ちなみ

に、事前調査の段階で Kariakoo Market Cooperationという組織の存在が確認されたので、

そうした流通関連組織の調査が一定の手がかりを与えるものと考える。

５－４　農業・農村基盤

（1）水源

灌漑開発をする場合、水源として考えられるのは河川、池、地下水、降雨などである。調

査した５村では池や河川は地形の一番低いところに位置しているため、池や河川から直接取

水を行うとするならば水頭を確保するためにディーゼルポンプなどを使用する必要があり、

相当のランニングコストが必要になる可能性がある。又は、水源からの自然流下による灌漑
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システムを作るとするならばある程度離れた低い耕地面まで用水路を延長しなくてはならな

い。施設が大規模になればなるほど維持管理には管理費と専門的な知識が必要になる。小規

模農家を対象とした本計画においては大規模な水源開発を行った場合、施設が完成し技術指

導者などが去ったあと、財政的・技術的に維持が困難な状況になる可能性が高く、現実性に

乏しい。

調査した範囲での代表的な地形は最大で 10ｍから20ｍ程度に波を打ったような地形で低い

ところには谷や池があり、これがルヴ川などの河川と雨期にはつながったりしている。これ

らの池は河川が雨期に氾濫した時の名残りで乾期にはだんだんに水位が下がり、あるものは

完全に干上がってしまう。低地では雨期に水稲が耕作され、それ以外の場所や乾期での全耕

作地域で主食であるトウモロコシ、キャッサバ、野菜が耕作されている。このような地域では、

10ｍから 20ｍ下の低地の地表面上に水面があることから全体に地下水位が比較的高い位置に

あることが想像できる。ただし、地下水位の高さは井戸そのものが存在しなかったため未確

認である。

このような条件から考えると低揚程揚水機を狭い範囲の灌漑用に無数に配置する方法も一

案である。このような場合の揚水機の選定については揚程や揚水量によってはチェーンポン

プ、アルキメデスポンプ、手押しや足踏みポンプなどの人力揚水機も選択肢のなかに入るで

あろう。タンザニア国においてはこれら人力揚水機の国内生産はないがインド製人力揚水機

が容易に入手可能である。しかし、人力揚水機の使用は農民にとって苦役になるという面も

あるため導入にあたっては農民自身の意見を聞くことが必要である。現地では交通手段とし

て自転車の使用が多くみられたが、チェーンポンプ、アルキメデスポンプなどの場合、動力

部に自転車を利用するなども考えられるかも知れない。

また、Mwendapole村においては降雨時にしか水の流れない谷すじに自分用の3,000リットル

程度の小規模なため池をいくつも堀り、そこから畑にバケツで水を運ぶ農家もいた。このよ

うに小規模なため池を谷すじに配置し降雨を一時的に蓄積して、上記のような灌漑システム

と結びつけ、水量を補助的に得ることも可能であろう。

灌漑を行う場合、灌漑水の水質が問題になる。ルヴ川水資源開発計画調査報告書（国際協力

事業団、平成６年６月）ではルヴ川流域の河川水について 18箇所、地下水については２箇所

の水質調査が行われており解析の結果、ほとんどの河川水が濁度、色度、過マンガン酸塩値

（科学的酸素要求量）、鉄分含有量に関して飲料水としての許容値を上回り、浅井戸から採取

した地下水位もほとんどが塩分を含んでいることが報告されている。蒸発散量が降雨量より

大きい乾燥地においては灌漑水によって持ち込まれた塩分や土中に含まれる塩分の上昇によ

り耕作を行う範囲の土壌内に塩分が集積される「塩害」が起こる場合がある。コースト州にお

いては図４－ 18から分かるように降雨量が蒸発散量を上回る時期が年間２回あり、この時期
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に土壌から塩分を洗い流す「リーチング」が行われると考えられるため「塩害」の発生は考えに

くいが、灌漑水に含まれる塩分濃度によっては「リーチング」を効果的にするために暗渠管を

敷設するなど、排水性の改良が必要になるかもしれない。この点も今後の調査において検討

が必要である。

（2）配水システム

調査した５村では砂質土が多く見られた。一般に砂質土は透水性が高い。したがって、水

源から圃場に配水する方法として土水路を選ぶことは水の有効利用という面において不利で

あるといえる。水の有効利用の面では管水路を使用することが一番であるが、維持管理を考

えた場合、可能な限り地元で入手可能な材料によるシンプルな水路構造が好ましい。過去に

コースト州バガモヨ灌漑農業普及計画のプロジェクトサイトにおいて、日本の技術協力によ

り農民自身がコンクリートの板を現場打ちで作成し、その後、水路形状に合わせ敷設する工

事が行われた。そのような経験の蓄積がタンザニア国の農業・協同組合省にあるため小さい

断面の現場打ちコンクリート用水路も選択肢のなかに入るであろう。なお、タンザニア国に

おいてセメント工場は８～９箇所に存在し国産材料が入手可能である。

（3）圃場灌漑システム

圃場灌漑システムを選定するにあたっては地形・土壌条件などの自然条件のほかに経済

性・耐久性・操作性を念頭におく必要がある。今回調査した範囲では緩やかな傾斜のある畑

が多くみられたが、勾配が５％以内の耕地では土壌の表面流失のおそれが少ないためうね間

灌漑やボーダー灌漑などの地表灌漑方式が適している。しかし、砂質土などの透水性が高い

土壌の圃場に地表灌漑方式を適用すると、灌漑水の上流端と下流端では侵入水深の差が大き

くなり灌漑効率が落ちる。勾配が５％を越える圃場や圃場の透水性が高い場合、水の有効利

用の面では地上配管のスプリンクラーや定置多穴管による灌漑方式が最も優れていると考え

られる。しかし、このような灌漑方法では地形の高低差をうまく利用することが難しい場合、

動力が必要になるため、経済性と維持管理の容易さの面では地表灌漑方式に劣る。このよう

な条件の圃場の場合、用水路の中に圃場の大きさに応じた容量のプールを設け、そこから如

雨露などにより人力で灌漑するような方法も考えられるかもしれない。

圃場灌漑システムの選定は各圃場の条件を考慮し、各圃場ごとに、個別に検討されるべき

である。同一の地域でも圃場条件によって様々な灌漑方式が存在してもよい。また F/S対象

地域において様々な圃場灌漑システムが試されることは今後、ほかの様々な地域に灌漑技術

が普及していくために有益であろう。
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（4）灌漑システムの運営と維持管理

仮に、水源計画について低揚程揚水機を狭い範囲の灌漑用に無数に配置するような計画を

行うとするなら、灌漑システムの維持管理については既存の共同作業グループの活動に注目

する必要がある。１つのグループが耕作する範囲を水源から水路、圃場灌漑システムまでの

１つの独立した小さい灌漑システムでカバーし、そのグループが運営・維持管理を行ってい

く単位とすることが考えられる。

（5）地形図

地形図は Ministry of land survey／ Map Division（現地名ラマニハウス）で入手可能で

ある。５万分の１地形図は図５－１の範囲で入手可能である（タンザニア国全域について入手

可能なわけではない）。また、５万分の１地形図を作成した時の航空写真も入手可能である。

灌漑計画の実施設計を行う場合一般には縮尺が 1,000分の１から 5,000分の１で等高線間隔

が１ｍから５ｍ程度の地形図が必要とされている。今回の調査で確認した地形図の縮尺は最

も詳しいもので５万分の１であった。また、５万分の１地形図を作成した時の航空写真を調

べた結果、航空写真の縮尺はおおむね６万分の１程であった。仮に、5,000分の１縮尺の地形

図を作成しようとすれば普通、２万 5,000分の１縮尺程度の航空写真が必要となるため既存

の航空写真から 5,000分の１地形図を作成するとすれば低い精度にならざるを得ない。

ある地域の灌漑計画をたてる時に合理的かつ経済的なものにするためには水源と耕地面の

高さの関係や平面的な位置関係など地形図から得る情報は重要である。M/Pにおいては５万分

の１地形図を元に行うことが可能であると思われるが、F/Sを行う範囲においては、計画の内

容や F/S対象地区の面積によっては 5,000分の１縮尺程度の地形図を作成する必要があると思

われる。

5,000分の１地形図の作成方法として通常行われているのは航空写真から作成する方法であ

る。ほかには20ｍ格子状に現地の高さを実測しそれをもとに１ｍ間隔程度の等高線をひき地

形図を作成する場合もある。この方法は農地造成工事など面的に多量の土砂を動かす場合な

どによく用いられる。ただし、この方法は農地などのように比較的見通しがよく、足場がよ

い場合に適用される。したがって、ジャングルや沼地を多く含む地形には適さない。また、あ

る程度の面積を越える地域の調査を行う場合には航空写真から地形図を作成する方が経済的

に有利になる。日本の場合おおむね 50ha位がボーダーラインである。F/S対象地区が決定し

たら、決定された地域の見通しや足場の善し悪し、面積、経済性を考慮して地形図が必要で

ある場合には、地形図の作成法を検討すべきである。
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（6）気象データ

Meteorological Departmentでの聞き取りによるとコースト州では 47箇所程で日雨量観測

を実施している。これらのデータは Meteorological Departmentで入手可能である。そのう

ち現在から過去 10か年位のデータはマイクロソフトエクセルファイルに入力済みであるとの

ことである。灌漑の計画を立てるうえで、雨量データの解析は重要である。既存の雨量デー

タから、作物の生育に有効に利用される雨量と連続乾天日数の分布の解析を行い連続干天日

数を確率処理し、灌漑施設の設計諸元を何年に一度の旱魃に対応できる規模にするのか、過

去の旱魃被害の記録（被害面積・被害の程度・被害額など）を検討のうえ決定することとな

る。日本の用水計画では 10年に１回発生する程度の旱魃に対応する計画が多いが、今回の場

合、今後、周辺地域へ F/S対象地域に導入された技術が広がっていくためには投入する金額

と経済効果のバランスが見合う施設規模の計画にする必要がある。この点を考慮し、旱魃の

計画基準年を決定すべきである。

コースト州におけるそのほかの気象データとして、ルヴ川水資源開発計画調査報告書（国際

協力事業団、平成６年６月）ではキバハとバガモヨにおける最高・最低・平均気温、湿度、日

照時間、風速、蒸発量などの観測データが報告されている。また、Kibaha Agrometeorogical

Stationにて 1975年より 1998年までの期間について蒸発量の観測を行ったデータが存在する。

揚水機の能力や用水路の断面の決定などをするためには灌漑の対象となる圃場の面積と消費

水量の決定が基本となる。普通、消費水量の決定は土壌水分減少法により、水をかけたあと、

経過時間ごとに圃場の土壌水分量を実測して行うが、これらの試験は実測時の気象条件に左

右される。このため試験時の気象条件と実際の灌漑期間中の気象条件を比較して消費水量を

決定することが必要になる。気温・湿度・風速・蒸発量などのデータはこのために必要であ

るので今後の調査においてこれらのデータの収集と解析が必要である。

５－５　環境

（1）本格調査の内容・方法（本格調査で必要となる環境に関する調査項目を検討する。）

本格調査のフェーズＩでコースト州全体の初期環境調査を行う。フェーズ IIではコースト

州から開発優先地区を選定し、そこでの小規模園芸開発のフィージビリティ調査を行う。環

境影響評価は、その事業化に対して行うものであり、フィージビリティ調査とほぼ同時期に

行われる（EIAは必要でない可能性もある）予定である。この場合、事業主はタンザニア政府

（本件では CRCO）であり、EIAは事業主であるコースト州政府が行うものである。日本政府は

コースト州政府が行う事業化を補助する立場にある。
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（2）本格調査実施上の留意点

ア 環境影響評価

環境影響評価は、最終的に我が方が実施する可能性が高い。しかし、本来はタンザニア

側が行うものである。この点を再度、本格調査に入る前に明確にすることが望ましい。

イ 慣習

コースト州の村落にある慣習は、地域、部族、宗教、男女間で異なるアフリカ特有のも

のが多くある。園芸開発では、これらの慣習を有利に利用するような工夫が求められる。例

えば、女性は現金収入が少ないが、村落によっては、野菜などの販売利益は女性のものと

するならわしがある地域もある。したがって、地域や部族、男女間でおこなわれている基

本的な慣習を記録する必要がある。特に、これらの慣習を利用した農業開発の事例は参考

になると考えられる。

ウ 土地の所有制度

当国において、土地所有制度は、法律上はともかく現実には不明確な点が多いようであ

る。土地所有の慣習は、村落、部族、宗教、男女間でことなることが想定される。村落で

の土地所有制度の正確な情報は、今後の園芸開発計画にとって重要である。

エ 部族

村落の住民、政府役人に対する質問では、部族間には何ら問題がないとの回答であった。

しかし、同じ部族、同じ村の出身者同士が助け合ったり、政府関連の就職活動で同じ部族

の者が有利になることはよく知られている。本調査の優先地区の選定にはこのような部族

や縁者びいきに対する注意が必要である。

オ 農村女性の処遇

女性の立場はおかれた境遇により大きな違いがあるので、園芸開発と関連し慎重な調査

が必要である。例えば、女性が営農にかかわる役割分担は、それぞれの村落によっても異

なっているようである。また作物収穫による収入の配分も男性により独占される傾向があ

る。園芸は女性の収入源になっている事例もある。女性の世帯主が多いのも特徴の１つで

ある（表４－ 20）。

カ 農業共同組合及びグループ化

村落では、種々の目的で農民のグループ化が行われている。しかし、この集団化は、政
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府主導で行われたものもあるので農民参加型のグループ化において注意を要する。農民に

とっては、国の援助を受ける前提条件としてグループに参加している場合もある。農民が

主体的に行っている集団活動であることの確認が求められる。

キ 規制区域

本格調査の対象区は既に開発された地域なので、国立公園や森林保護区などの規制区域

には入っていないと推察される。しかし、隣接又は近隣の規制区域の環境に間接的に影響

を及ぼす可能性があるので注意を要する。特に農薬などの農業資材の水系をとおした規制

区域への汚染には注意を要する。

ク 動・植物

本件は既存の村落を対象とするので、自然の動・植物はほとんどの場合直接の調査対象

から外れると考えられる。しかし、調査対処地域の農家は自然と密着した生活をしている

ので、農薬などの環境汚染に関連し一通りの調査は必要である。自然草木の薬草・食用、森

林の薪炭としての利用はその例である。野生動物も場所によってはブッシュミートとして

重宝されていると思われる。

ケ 河川などの汚染

農薬使用や農薬容器の投棄による河川水など水系への汚染は、園芸開発による環境への

影響の最も可能性の高い分野である。住民飲料水、漁業、水生生物、河口のマングローブ

林生態系への汚染を考慮した調査が必要である。

５－６　土壌

ア 土壌図

当国にコースト州の詳細な土壌図が存在するかどうか、今後、十分に検索する必要がある。

コースト州は面積も３万 4,000km2と広大であり、土壌要因を考慮した優先地区の選定を的確

に行うためにも良い土壌図が必要である。

イ 土壌の肥沃度

土壌の肥沃度に関する文献も園芸開発の策定に重要であるのでできるだけ多くの文献を収

集する。特に、園芸作物の施肥試験、微量要素欠乏などの情報が求められる。
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ウ 硫黄散布

コースト州はカシューナッツの生産地であり、多くの村落がカシューナッツを換金作物と

している。しかし、カシューナッツの栽培には長年硫黄の散布が実施され、樹齢も高く収量

が低下してきているとのことである。土壌の酸性化が危惧されるので、当園芸開発との関連

性を確認する必要がある。（カシューナッツが栽培されている土地には園芸作物も栽培されて

いる場合がある。）

エ 植生図

植生図は土壌図同様土壌の肥沃度や土壌水分の情報源となるので、詳細な植生図があれば

入手する。

オ 合成画像

人工衛星の合成画像は各種土壌の分布状態を推定するのに有用である。重要地域の合成画

像はできるだけ早い段階で入手し、本格調査で利用することが望まれる。タンザニア国内に

もこのような合成画像を入手できるかどうかも確認する必要がある。





付　属　資　料

１　要請書（T/R）

２　実施細則（S/W）

３　協議議事録（M/M）

４　収集資料リスト
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